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株主メモ
決算期 3月31日

定時株主総会 6月

基準日 3月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。

配当金受領

株主確定日
3月31日　中間配当を行う場合は、9月30日

名義書換代理人 〒105-0014 東京都港区芝三丁目33番1号　
中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
証券代行事務センター　
電話　03（3323）7111（大代表）

同取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

単元未満株式の買取 上記名義書換代理人にて取扱います。

１単元の株式の数 100株

公告掲載紙 日本経済新聞

証券コード：7472
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Business Report

株主優待制度の新設
当社では、株主の皆様の日頃のご支援にお応え
するため、株主優待制度を新設いたしました。
1.株主優待の方法
毎年3月末日現在の株主の皆様に対し、商品を
贈呈いたします。
（1）対象株主

毎年3月期末日現在の株主名簿及び実質株
主名簿に記載された1単元（100株）以上
保有の株主

（2）優待の内容
（イ）1,000株以上の株主

新米3,000円相当
（ロ）100株～1,000株未満の株主

図書券（1,000円相当）
2.実施開始時期
平成17年3月31日現在の株主及び実質株主名
簿に記載された株主より開始いたします。
なお、発送の時期については、11月～12月を
予定しております。

古紙配合率100％再生紙を使用しています。�

〒112－0005東京都文京区水道2丁目8番6号　�（03）3944－4031
http://www.toba.co.jp/

（お知らせ）郵便貯金口座配当金受取サービスのご案内

今回の配当金から、銀行口座に加え、郵便貯金口座（通常貯金口座）

へのお振込によるお受け取りができるようになりましたので、ご希

望の株主様は、下記名義代理人あて配当金指定書をご請求のうえ、

お申し込みください。

○事務のお取扱い（電話お問い合わせ先・郵便物送付先）

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部（証券代行事務センター）

〒168-0063 東京都杉並区和泉2丁目8番4号

電話：03－3323－7111（9:00～17:00）

手続用紙請求専用電話：0120-87-2031（24時間受付）



［企業理念］

1 当社は社会人類に貢献するためにある。

2 当社は社員の向上と幸福を計るためにある。

3 当社は最大ならずとも、最良の会社たることを期する。

4 当社は明朗、勤勉、練達の社員のみをもって結成する。

5 当社は何事にも無理なく、堅実に、しかも進取、独創、
能率的に経営し、信用を第一におく。

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

平素は、格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

ここに、平成16年4月1日から平成17年3月31日までの当社第56

期事業報告書をお届けするにあたり、ひとことご挨拶申しあげます。

最新の商品、技術及びサービスの提供

当期におけるわが国経済を顧みますと、上半期は輸出ならびに設備

投資に牽引され、企業収益の改善のみならず個人消費におきましても、

改善が感じられるようになりました。下半期に入り原油高騰、円高ド

ル安に加え、円安ユーロ高など不安定な状況が顕著になり、設備投資

は踊り場にさしかかったかのような様相さえ感じられるようになりま

した。景気の先行き不透明感は払拭できず、当社が所属する機械工具

業界においては限られた市場で価格競争を繰り広げ、厳しい経営環境

が続いておりました。

このような状況下、当社は利益構造改革運動に全社で取り組み、利

益の創出に努めてまいりました。また、前期に引き続き、環境負荷軽

減を目標に全社で取り組んできましたISO14001につきましては、平

成16年2月に本社及び東京第一営業所、東京第二営業所で認証を取得

したことに続き、平成17年3月に14営業所でも取得認証することが

できました。さらに、コンプライアンス向上を目標に社内で「コンプ

ライアンスブック」をまとめ、役員及び社員一体となり、より透明度

の高い会社作りに力を注いでまいりました。また、日頃ご支援いただ

いている株主の皆様にお応えするため、当社株式の流動性を高める目

的で、１単元を1,000株から100株へのくくり直しを実施するととも

に、併せて株主優待制度も新設いたしました。

配当政策につきましては配当性向を当期純利益の20％として明確に

し、株主の皆様のご支援にお応えするため、普通配当40円、ジャスダ

ック市場へ上場10周年を記念して記念配当10円を加えて、1株当た

り50円とさせていただきました。

第57期の経営環境は、国内外ともに景気の先行き不透明感が払拭で

きない状況が続くものと思われます。当社はどのような状況下でも利

益が出せる利益創出型企業として、利益構造改革運動を進めるととも

に、法令を遵守し不測の事態が起こらぬようコンプライアンス教育に

も力を入れ、さらなる透明性の高い経営を進めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜り

ますようお願い申しあげます。

平成17年6月　　　　　　　　　　　　　　　取締役社長　三浦直行

株主の皆様へ

取締役社長

三浦　直行
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営業の概況

Business Review
《部門別概況》

5ポートソレノイドバルブ
SMC㈱

ガイド付ジグシリンダー
㈱コガネイ

ロータリーダンパー
不二ラテックス㈱

制御機器 生産工場の構成には欠かせない

当部門は、ロボット、自動組立機、チップマウンター、リフロー、レーザー加工機などで構成されており、主としてデジタ

ル機器、車載部品、自動車、ＯＡ機器、基盤実装などの得意先へ販売しております。売上高は前年同期比9.1％増の90億13

百万円となりました。

FA機器 工場の自動化・コストダウンを実現　

マウンター
ヤマハ発動機㈱

垂直多関節ロボット
㈱デンソーウェーブ

LMガイド
THK㈱

ロボシリンダ
㈱ IAI

レーザーセンサ
SUNX㈱

当部門は、電気ドライバー、アルミフレーム、無人搬送車、コンベ

アなどで構成されており、主としてデジタル機器、車載部品、自動車、

食品などの得意先へ販売しております。売上高は前年同期比16.9％増

の36億円となりました。

産業機器 生産組立て作業に使用される

アルミフレーム
ボッシュ・レックスロス㈱

電動ドライバー
㈱ハイオス

コンベア
三機工業㈱

レーザーマーカー
ミヤチテクノス㈱

当部門は、空気圧機器、真空発生器、流体継ぎ手、静電気除去器、圧力センサー、電子センサー、緩衝器などで構成されて

おり、主として実装機、デジタル機器、半導体製造装置、車載部品、自動車などの得意先へ販売しております。売上高は前年

同期比3.9％増の125億69百万円となりました。

無人搬送機
㈱タクマ精工
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Ecoactivity
環境への取り組み

［環境宣言］

当社は、主として制御機器、FA機器、

産業機器の販売業務をとおし、

地球環境に全社員が全力で

取り組むことが、企業の使命と認識し、

地域住民との共生を図りつつ、

環境への配慮のもとで

企業活動を実施いたします。

ISOへの取り組み

平成16年1月より、環境国際規格ISO 14001認証の取得を目的とした研修活動を

行ない、省資源、省エネルギー、産業廃棄物削減、グリーン調達における使用禁

止物質の管理等を実践し、成果を上げてきました。この度、以下のとおり認証機

関より認証書を受領いたしました。この認証取得を機に、より一層環境問題との

関わりを念頭におき、環境保全活動に取り組んでいきたいと考えます。

また、今後も各営業拠点におけるISO 14001認証取得を進めてまいります。

認証機関 : Lloyd's Register Quality Assurance Limited(LRQA)

認証規格 : ISO 14001:1996、JIS Q 14001:1996

認証番号 : YKA 4002682/J

認証場所 : 東京第一営業所･東京第二営業所･営業本部･管理本部･川越営業所･熊谷営業所･

宇都宮営業所･千葉営業所･茨城営業所･東京南営業所･厚木営業所･八王子営業

所･静岡営業所･名古屋営業所･滋賀営業所･大阪営業所･大阪東部営業所･兵庫営

業所

認 証 日 : 平成17年3月23日

49.9%�
12,569百万円�

35,8%�
9,013百万円�

25,183百万円�

制御機器� FA機器�

平成17年3月期�

産業機器�

14.3%�
3,600百万円�

部門別売上高

商品部門
平成16年3月期（前期） 平成17年3月期（当期） 増減（△印減）

売上高 構成比 売上高 構成比 金額 増減率

制御機器 12,102百万円 51.6％ 12,569百万円 49.9％ 466百万円 3.9％

ＦＡ機器 8,261 35.3 9,013 35.8 751 9.1

産業機器 3,080 13.1 3,600 14.3 520 16.9

合　　計 23,444 100.0 25,183 100.0 1,738 7.4

商品部門別売上高

（注）当期より「ＦＡ機器」及び｢産業機器｣に含めておりました一部品目を「ＦＡ機器」から｢産業機器｣へ917百万円、｢産業機器｣から
「制御機器」へ144百万円含めて表示しております。また、｢制御機器｣に含めておりました一部品目を「ＦＡ機器」へ47百万円、｢産
業機器」へ93百万円それぞれ含めて表示しております。なお、前期も同様に組み替えております。
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財務諸表

当　　期 前　　期
科目 （平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

資産の部
流動資産 16,159,913 14,711,599

現金及び預金 6,240,498 5,554,542

受取手形 2,474,279 2,940,092

売掛金 7,169,118 5,967,821

商品 123,851 98,986

前払費用 24,515 27,392

繰延税金資産 99,773 95,116

その他 40,045 69,303

貸倒引当金 △12,169 △41,655

固定資産 2,325,449 2,261,495

有形固定資産 1,649,630 1,662,692

建物 242,997 255,132

構築物 1,362 1,680

器具備品 3,122 3,732

土地 1,402,147 1,402,147

無形固定資産 12,410 12,615

ソフトウェア 43 249

電話加入権 10,866 10,866

その他 1,500 1,500

投資その他の資産 663,409 586,186

投資有価証券 402,832 380,609

出資金 20 20

破産・更生債権等 6,371 5,016

長期前払費用 200 600

繰延税金資産 7,140 26,498

差入敷金・保証金 251,285 177,488

その他 418 418

貸倒引当金 △4,858 △4,463

資産合計 18,485,363 16,973,094

負債の部
流動負債 7,149,106 6,722,390
支払手形 3,290,426 3,891,087
買掛金 3,151,949 2,181,104
未払金 26,464 16,391
未払事業所税 1,322 1,322
未払消費税等 16,079 48,141
未払費用 39,338 36,101
未払法人税等 445,993 386,447
前受金 3,470 3,029
預り金 23,640 28,344
賞与引当金 150,000 130,000
その他 420 420

固定負債 246,825 279,348
長期預り金 4,000 4,000
退職給付引当金 189,725 207,811
役員退職引当金 53,100 67,537

負債合計 7,395,932 7,001,739
資本の部
資本金 1,148,000 1,148,000
資本剰余金 1,261,059 1,091,862
資本準備金 1,091,862 1,091,862
その他資本剰余金 169,197 ─
自己株式処分差益 169,197 ─

利益剰余金 8,565,043 7,714,741
利益準備金 287,000 287,000
任意積立金 6,487,376 5,888,297
建物圧縮積立金 13,657 14,578
土地圧縮積立金 6,719 6,719
別途積立金 6,467,000 5,867,000

当期未処分利益 1,790,666 1,539,443
その他有価証券評価差額金 115,327 106,075
自己株式 ─ △89,324
資本合計 11,089,430 9,971,355
負債及び資本合計 18,485,363 16,973,094

当　　期 前　　期
科目 （平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

貸借対照表 （単位：千円）

経常損益の部
営業損益の部
営業収益 25,183,473 23,444,763
売上高 25,183,473 23,444,763

営業費用 23,501,689 21,783,957
売上原価 21,542,563 19,900,553
販売費及び一般管理費 1,959,125 1,883,404
営業利益 1,681,784 1,660,805

営業外損益の部
営業外収益 117,129 117,316
受取利息・配当金 6,423 4,323
仕入割引 100,773 100,903
その他 9,932 12,090

営業外費用 13,622 11,271
売上割引 8,584 10,549
自己株式売出費用 4,560 ─
その他 477 721

経常利益 1,785,291 1,766,851

特別損益の部
特別利益 29,437 75,487
投資有価証券売却益 ─ 791
固定資産売却益 ─ 74,695
貸倒引当金戻入益 29,437 ─

特別損失 2,232 210,091
固定資産廃棄損 371 157
投資有価証券評価損 1,861 150
投資有価証券売却損 ─ 1,973
退職給付制度改定特別損失 ─ 207,811

税引前当期純利益 1,812,495 1,632,247
法人税、住民税及び事業税 746,400 628,100
法人税等調整額 8,353 73,247
当期純利益 1,057,742 930,899
前期繰越利益 732,924 608,543

当期未処分利益 1,790,666 1,539,443

当　　期 前　　期
平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から

科目 平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで（ ）（ ）

損益計算書 （単位：千円）

当期未処分利益 1,790,666,999
任意積立金取崩額
建物圧縮積立金取崩額 865,099
計 1,791,532,098

これを次のとおり処分いたします。
利益配当金 265,000,000
（１株につき50円）
普通配当１株につき40円
記念配当１株につき10円

役員賞与金 60,000,000
（うち監査役賞与分） （5,000,000）
任意積立金
別途積立金 650,000,000
次期繰越利益 816,532,098

科目 金　　額

利益処分 （単位：円）

Financial Data

( )
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会社情報（平成17年6月16日現在） 株式情報（平成17年3月31日現在）

会社概要

社　　名 株式会社 鳥羽洋行（英文表記 TOBA,INC.）
本　　社 東京都文京区水道2丁目8番6号
設　　立 昭和24年12月14日

（創業：明治39年9月15日）
資 本 金 11億4,800万円
事業内容 制御機器、産業用ロボット、計測計装機器、

コンピューター、電子機器、搬送機器、建
設・管工機器、ファスナー、環境整備機器、
機械工具、工作機械、理化学機器、化学工
業薬品類、ガラス関連建材、室内装飾用品
等の販売および輸出入
上記に関する生産設備効率化のためのコン
サルタント
機械器具設置工事業およびガラス工事業
不動産の賃貸

従業員数 190名（男性：146名　女性：44名）

役　員

代表取締役会長 宇留賀　高　明
代表取締役社長 三　浦　直　行
常 務 取 締 役 藤　原　茂　夫
取　　締　　役 鶴　川　　　健
取　　締　　役 遠　藤　　　稔
取　　締　　役 鳥　羽　重　良
取　　締　　役 尾　関　真一郎
常 勤 監 査 役 尾日向　　　宏
監　　査　　役 大　坂　英　雄
監　　査　　役 上　田　　　正
監　　査　　役 池　田　圭　介

本社機構および営業ネットワーク

�
●�

●�

●�

●�

●�
●�●�

●�

●�
●�
●�

●�
●�

●�
●�

●�

●�
●�

●�●�
●�

●�

●本　　　社 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-4031�
●営 業 本 部 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-3261�
●特機システムグループ 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-3261�
●管 理 本 部 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-4031�
●仕入グループ 〒146-0085 東京都大田区久が原2-11-12 �（03）5748-7065�
●海外事業グループ 〒146-0085 東京都大田区久が原2-11-12 �（03）5748-7076

第１ブロック�

第2ブロック�

第3ブロック�

�
�
●川越営業所 〒350-1131 埼玉県川越市岸町1-46-45 �（049）224-2251�
●熊谷営業所 〒360-0034 埼玉県熊谷市万平町2-82 �（048）521-6266�
●前橋営業所 〒371-0841 群馬県前橋市石倉町3-7-11 �（027）251-1735
●宇都宮営業所 〒321-0924 栃木県宇都宮市下栗1-25-11 �（028）635-7781
●仙台営業所 〒984-0822 宮城県仙台市若林区かすみ町10-41 �（022）286-9442
●東京第1営業所 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-3221
●東京第2営業所 〒112-0005 東京都文京区水道2-8-6 �（03）3944-3231�
●千葉営業所 〒260-0822 千葉県千葉市中央区蘇我町1-392-1 �（043）268-8281
●茨城営業所 〒300-1234 茨城県牛久市中央3-10-10 �（029）874-5181
�
�
●東京南営業所 〒146-0085 東京都大田区久が原2-11-12 �（03）5748-7051�
●厚木営業所 〒243-0035 神奈川県厚木市愛甲1499-1 �（046）228-0128�
●八王子営業所 〒192-0066 東京都八王子市本町34-5 �（0426）23-3101
●松本営業所 〒390-0835 長野県松本市高宮東4-25 �（0263）27-4866

�
�
●甲府営業所 〒400-0113 山梨県甲斐市富竹新田387-16 �（055）276-2861�
●静岡営業所 〒424-0842 静岡県静岡市清水区春日1-5-9 �（0543）52-8171�
●沼津営業所 〒410-0058 静岡県沼津市沼北町1-4-10 �（055）925-8040
�
�
●名古屋営業所 〒462-0037 愛知県名古屋市北区志賀町5-22 �（052）914-7551�
●滋賀営業所 〒520-3015 滋賀県栗東市安養寺3-2-24 �（077）553-8664�
●大阪営業所 〒550-0014 大阪府大阪市西区北堀江3-11-3 �（06）6532-3261�
●大阪東部営業所 〒578-0921 大阪府東大阪市水走3-8-5 �（0729）60-0861�
●兵庫営業所 〒673-0018 兵庫県明石市西明石北町3-1-10 �（078）924-8972�
●広島営業所 〒733-0834 広島県広島市西区草津新町1-14-11 �（082）278-3490�
●福岡営業所 〒816-0932 福岡県大野城市瓦田4-6-1 �（092）593-1691�

〈新        設〉�
○大分営業所 〒874-0924 大分県別府市餅ヶ浜5-46 �（0977）21-5885
 （平成17年6月1日より）�
�

会社が発行する株式の総数 20,000,000株

発行済株式の総数 5,300,000株

株主数 3,033名

株式数および株主数

大株主

持 株 数 出資比率

561,500株 10.59％

317,100 5.98

257,000 4.84

235,500 4.44

234,500 4.42

200,000 3.77

198,000 3.73

158,700 2.99

139,000 2.62

107,000 2.01

当社への出資状況

合計�
5,300,000株�
（100%）�

100,000株～� 1,000株～5,000株�

500株～1,000株�

100株～500株�

5,000株～10,000株�

10,000株～50,000株�

50,000株～100,000株�

個人・その他�
3,949,300株（74.52%）�

金融機関�
761,000株（14.36%）�

外国人�
185,400株（3.50%）�

合計�
5,300,000株�
（100%）�

証券会社�
125,500株（2.37%）�

保管振替機構名義株式�
800株（0.01%）�

その他国内法人�
278,000株（5.24%）�

Corporate Data Stock Information

所有者別株式数分布状況

所有者別株主分布状況

（注）当社は、平成17年3月31日現在で、株式会社みずほ銀行の
持株会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの株
式19株（出資比率0.0％）を所有しております。

株 主 名

鳥 羽 　 暢

鳥羽洋行社員持株会

株式会社　みずほ銀行

鳥 羽 重 良
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

竹 田 和 平

鳥 羽 聰 子

鳥羽洋行取引先持株会

尾 日 向 　 宏

� 鳥 羽 興 産


